
自　2023年 4月 1日

至　2024年 3月31日

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

Ｊ Ｆ Ｅ 建 材 株 式 会 社

第 79 期 計 算 書 類



（単位：百万円）
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 評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,968
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33,990

58,428 58,428

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

（ 純 資 産 の 部 ）

再評価に係る繰延税金負債

資 本 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

関 係 会 社 株 式

固 定 負 債

負 債 合 計

建 物

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

資 産 除 去 債 務

ＰＣＢ処理損失引当金

資 本 準 備 金

そ の 他 の 固 定 負 債

投 資 そ の 他 の 資 産

貸　借　対　照　表
（ 2024年3月31日現在 ）

投 資 有 価 証 券

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他 無 形 固 定 資 産

金 額

未 払 費 用

電 子 記 録 債 務

負 債 及 び 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

土 地 再 評 価 差 額 金

資 産 合 計

そ の 他 の 投 資 等

純 資 産 合 計

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

機 械 及 び 装 置

車 輛 及 び 運 搬 具

未 払 金

買 掛 金

仕 掛 品

売 掛 金

未 払 消 費 税 等

製 品

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

受 取 手 形

現 金 及 び 預 金

繰 延 税 金 資 産

預 け 金

無 形 固 定 資 産

土 地

構 築 物

未 払 法 人 税 等

そ の 他 の 流 動 負 債

工 具 ・ 器 具 及 び 備 品

賞 与 引 当 金

関 係 会 社 預 り 金

科 目 金 額 科 目

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

未 収 入 金

そ の 他 の 流 動 資 産

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

貸 倒 引 当 金

資 産 除 去 債 務



（単位：百万円）

53,614

38,787

14,826

10,760

4,065

受 取 利 息 及 び 配 当 金 81

そ の 他 収 益 51 133

支 払 利 息 0

そ の 他 費 用 68 69

4,129

固 定 資 産 廃 却 損 100

固 定 資 産 減 損 損 失 16

Ｐ Ｃ Ｂ 処 理 引 当 金 繰 入 40 157

3,972

1,261

6 1,267

2,704

売 上 総 利 益

営 業 外 収 益

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

特 別 損 失

損　益　計　算　書

経 常 利 益

営 業 外 費 用

営 業 利 益

金 額

（ 自 2023年4月1日　至 2024年3月31日 ）

売 上 高

科 目

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費



株主資本等変動計算書
（ 自 2023年4月1日　至 2024年3月31日 ） （単位：百万円）

資 本 剰 余 金

固 定 資 産
圧縮積立金

別途積立金 繰越利益剰余金

5,000 2,132 244 26 1,000 21,837 23,108 - 30,240

剰余金の配当 △1,105 △1,105 △1,105 

固定資産圧縮積立金の取崩 △4 4 - - 

当期純利益 2,704 2,704 2,704

自己株式の取得 - △818 △818 

自己株式の消却 △818 △818 818 - 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） - - - 

- - - △4 - 785 781 - 781

5,000 2,132 244 22 1,000 22,623 23,889 - 31,021

40 2,910 2,951 33,192

剰余金の配当 - △1,105 

固定資産圧縮積立金の取崩 - - 

当期純利益 - 2,704

自己株式の取得 - △818 

自己株式の消却 - - 

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 17 - 17 17

17 - 17 798

58 2,910 2,968 33,990

株 主 資 本

利 益 剰 余 金
合 計

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計資 本 金
資本準備金 利益準備金

自 己 株 式

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価
差　 額 　金

評価･換算差額等
合　　　計

2024年3月31日残高

2023年4月1日残高

当事業年度中の変動額合計

当事業年度中の変動額

そ の 他 利 益 剰 余 金

2024年3月31日残高

2023年4月1日残高

当事業年度中の変動額合計

当事業年度中の変動額

評 価 ・ 換 算 差 額 等



個別注記表 
１．記載金額につきましては、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
２．重要な会計方針に係る事項に関する注記 
  （１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

その他有価証券 
 市場価格のない株式等以外のもの 
  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定） 
市場価格のない株式等 
 移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 
総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ 
り算定） 

（３）固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産 
建物及び建物附属設備並びに 2016 年 4 月 1 日以後に取得した構築物については定額

法、その他については定率法を採用しております。 
無形固定資産 
定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る見込有効期間（5 年）に基づいております。   
（４）引当金の計上基準 

貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による繰入額

を、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額

を計上しております。 
賞与引当金 
 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計

上しております。 
退職給付引当金 
 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 
 なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用

処理をしております。 
役員退職慰労引当金 
 役員の退職慰労金の支払に備えるため、支払に関する内規に基づく当事業年度末要支

給額を計上しております。 
 
 



ＰＣＢ処理損失引当金 
 ｢ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法｣によ

り処理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に係る費用の支出に備える 
   ため、その処理費用見積額を計上しております。 

     
   （５）収益及び費用の計上基準 

当社は建築・土木関連製品の製造及び販売を主な事業としており、主に完成した製品を顧

客に提供することを履行義務として識別しております。 
各製品の引渡し時点において顧客が支配を獲得し、履行義務を充足していると判断して 
いますので、当該引渡し時点で収益を認識することになりますが、出荷時から当該製品 
の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を 
認識しております。 

 
３．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額       31,256 百万円 
（２）保証債務 
    子会社の電子記録債務に係る連帯保証   548 百万円 
（３）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
   短期金銭債権   14,344 百万円 
   短期金銭債務    6,910 百万円 

（４）土地の再評価 
   当社は、｢土地の再評価に関する法律｣（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）及び

｢土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律｣（平成 13 年 3 月 31 日公布法律第

19 号）に基づき事業用の土地について再評価を行い、評価差額については、当該評価

差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金負債｣として負債の部に計上し、これを

控除した金額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計上しております。 
・ 再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第 2
条第 3 号 

・ 再評価を行った年月日 
2001 年 3 月 31 日 

        ・ 再評価を行った土地の当事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額        

3,086 百万円 
 
４．損益計算書に関する注記 

   （１）関係会社との取引高 
      営業取引による取引高 
       売上高                392 百万円 
       仕入高           4,755 百万円 
      営業取引以外の取引による取引高     1,804 百万円 
 

 
 
 



（２）特別損失 
固定資産減損損失 
 神戸工場事務所新築工事により旧事務所が遊休資産となったため、減損損失を計上し 
ております。 

    
５．株主資本等変動計算書に関する注記 

    
（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項       （単位：千株） 

株式の種類 前事業年度末株式数 当事業年度末株式数 
普 通 株 式 5,527 5,346 

   
 

（２）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 
      配当金支払額等 
       ２０２３年６月２９日開催の定時株主総会で次の通り決議されました。 

① 配当金の総額     １，１０５百万円 
② １株あたり配当額     ２００円   
③ 基準日         ２０２３年３月３１日 
④ 効力発生日         ２０２３年６月３０日 

 
（３）当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当 

      ２０２４年６月２７日開催の定時株主総会で次の通り決議する予定であります。 
① 配当金の総額     １，５４５百万円 
② １株あたり配当額     ２８９円   
③ 基準日         ２０２４年３月３１日 
④ 効力発生日         ２０２４年６月２８日 

         
６．税効果会計に関する注記 

    繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金の否認等であり、繰延税金負債

の発生の主な原因は、固定資産圧縮積立金であります。 
 
７．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する注記 
当社は、必要に応じてジェイエフイーホールディングス株式会社からの借入により資金を

調達しております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程及び信

用限度設定規程に沿ってリスク低減を図っております。投資有価証券は主として株式であ

り、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っております。 
 
（２）金融商品の時価等に関する事項 

２０２４年３月３１日(当事業年度末)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 



                      (単位：百万円) 
 貸借対照表 

計上額(*) 
時価(*) 
 

差額 

預け金  
受取手形及び売掛金 
投資有価証券 

  その他有価証券 
買掛金 

 電子記録債務 
預り金 

14,078 
13,979 

 
104 

(7,555) 
(975) 

(6,372) 

14,078 
13,979 

 
104 

(7,555) 
(975) 

(6,372) 

‐ 
‐ 

 
‐ 
‐ 
‐ 
‐ 

      (*) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。 
 

(注 1)非上場株式（貸借対照表計上額 ２１百万円）は、市場価額がないため「投資有価証券 そ
の他有価証券」には含めておりません。 

          
(注 2)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
  金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて以下

の３つのレベルに分類しております。 
   レベル１の時価：同一資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により

算定した時価 
   レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプット

を用いて算定した時価 
   レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

預け金、受取手形及び売掛金 
これらの時価は短期間で決済されるため、帳簿価額を時価とみなしレベル２に分類し 
ております。 

  投資有価証券 
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて 
いるためその時価をレベル１の時価に分類しております。 

買掛金及び電子記録債務、預り金 
これらの時価は短期間で決済されるため、帳簿価額を時価とみなしレベル２に分類し 
ております。 

 
８．１株当たり情報に関する注記 

（１）１株当たり純資産額             6,358 円 20 銭 
（２）１株当たり当期純利益   491 円 84 銭 

※１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。 
損益計算書上の当期純利益   2,704 百万円 
普通株式に係る当期純利益           2,704 百万円 
普通株式の期中平均株式数   5,499,154 株 

 
９．収益認識に関する注記 

   収益を理解するための基礎となる情報につきましては「重要な会計方針に係る事項に関する 
注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 


